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1.  平成24年1月期の業績（平成23年2月1日～平成24年1月31日） 

 

(2) 財政状態 

 

(3) キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

24年1月期 218,838 4.3 20,310 △14.9 19,856 △15.5 11,615 △16.3
23年1月期 209,758 4.5 23,874 28.6 23,503 30.2 13,884 36.1

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利益

率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

24年1月期 406.69 ― 22.1 16.7 9.3
23年1月期 486.12 ― 32.9 22.4 11.4
（参考） 持分法投資損益 24年1月期  ―百万円 23年1月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

24年1月期 125,205 57,247 45.7 2,004.30
23年1月期 112,848 47,908 42.5 1,677.35
（参考） 自己資本  24年1月期  57,247百万円 23年1月期  47,908百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

24年1月期 5,642 △530 0 26,441
23年1月期 △9,665 △1,059 1,264 21,329

2.  配当の状況 

 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向 純資産配当
率第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

23年1月期 ― 25.00 ― 45.00 70.00 1,999 14.4 4.7
24年1月期 ― 35.00 ― 35.00 70.00 1,999 17.2 3.8
25年1月期(予想) ― 40.00 ― 40.00 80.00 17.3

3.  平成25年1月期の業績予想（平成24年2月1日～平成25年1月31日） 
（％表示は、通期は対前期、第2四半期(累計)は対前年同四半期増減率）

（注）城南建設株式会社の株式取得に伴い、平成25年１月期より連結財務諸表作成会社となります。連結経営成績業績予想につきましては、サマリー情報3ペ
ージ「平成25年１月期の連結業績予想」をご参照ください。 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 1株当たり当期
純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 116,700 12.2 9,700 △6.2 9,400 △6.7 5,700 △3.6 199.56
通期 252,300 15.3 22,400 10.3 21,800 9.8 13,200 13.6 462.15



4.  その他 
(1) 重要な会計方針の変更 

（注）詳細は、16ページ「会計処理方法の変更」をご覧ください。 

(2) 発行済株式数（普通株式） 

① 会計基準等の改正に伴う変更  ： 有
② ①以外の変更  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 24年1月期 28,562,280 株 23年1月期 28,562,280 株
② 期末自己株式数 24年1月期 118 株 23年1月期 118 株
③ 期中平均株式数 24年1月期 28,562,162 株 23年1月期 28,562,162 株

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信開示時点において、金融商品取引法に基づく財務諸表の監査手続は終了
しておりません。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際
の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。 



 

 

※平成25年1月期の連結業績予想（平成24年2月1日～平成25年1月31日） 

（％表示は、通期は対前期、第2四半期(累計)は対前年同四半期増減率） 

 売 上 高 営業利益 経常利益 当期純利益 
1株当たり 

当期純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円   銭

第2四半期(累計) 134,800 － 10,500 － 10,100 － 6,800 － 238.08

通  期 296,000 － 24,800 － 24,000 － 15,800 － 553.18

(注)当社は、平成 25 年１月期より連結決算を開始するため、対前年同四半期増減率及び対前期増減率は記載しておりま

せん。 
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(1)経営成績に関する分析 

当事業年度におけるわが国経済は、東日本大震災の影響から緩やかに持ち直しつつあるものの、欧州債務危機によ

る金融システムへの懸念、デフレの影響や長引く円高の影響を受けるなど、先行き不透明な状況で推移しておりま

す。 

当不動産業界におきましては、雇用や所得環境が低迷するなか、財政再建の影響を受けるなど、消費マインドの回

復にはまだ時間を要すると思われ、また、当社の主力事業であります戸建分譲事業におきましては、首都圏を中心に

供給が過剰気味となっており、他社との競争が厳しい環境にあります。 

このような情勢の中、当社におきましては、徹底した原価管理と品質向上に努め、より多くのお客様に高品質の住

宅を低価格で供給することに注力してまいりました。 

また、地域密着型店舗運営を行い、地域別供給量を適切に保ちながらより多くのお客様に住宅を提供すべく、近畿

地方、東北地方を中心に、戸建分譲事業の営業所を出店、また請負工事事業の展示場及び営業所を各地方に出店いた

しました。平成24年１月31日現在本店を含め108店舗（うち請負工事の展示場及び営業所10店舗）による営業を行っ

ております。 

これらの結果、当事業年度における売上高は、 千円（前事業年度比4.3％増）となりました。営業利益

は 千円（同14.9％減）、経常利益は 千円（同15.5％減）、当期純利益は 千円（同

16.3％減）となりました。 

 セグメント別の業績は、次のとおりになります。 

  

  

（次期の見通し） 

わが国経済は、円高や欧州債務危機等による海外景気の下振れを受け、依然予断を許さない状況が続いておりま

す。当不動産業界におきましては、優遇税制や住宅エコポイント制度の復活、フラット35Ｓ等の諸政策により、需要

喚起が期待されるものの、所得環境の改善にはまだ時間を要することから、住宅購入マインドが上昇せず、また戸建

分譲事業におきましては供給過剰気味であり、依然厳しい局面が継続すると思われます。 

そのような状況のため、今まで以上にお客様の物件選別志向が高まると考えられますので、ニーズにあった高品質

で低価格の商品を開発、提供し、また物件の内容を厳選、徹底した原価管理に加え、在庫回転期間の短縮を図ること

で、安定かつ確実な収益確保に努めてまいります。 

次期の業績につきましては、売上高は、 千円（当事業年度比15.3％増）、営業利益は 千円

（同10.3％増）、経常利益は 千円（同9.8％増）、当期純利益は 千円（同13.6％増）を見込ん

でおります。  

なお、当社は次期より連結決算となります。連結の業績予想につきましては、サマリー情報３ページをご参照くだ

さい。  

  

(2)財政状態に関する分析 

 ① 資産の部  

当事業年度末における総資産につきましては、前事業年度末に比べ12,356,685千円増加し、125,205,547円となり

ました。 

これは、現金及び預金が5,112,666千円、マンション用地を中心に積極的に事業用地の取得を行ったこと等によ

り、たな卸資産が7,357,015千円増加したことが主因であります。 

  

 ② 負債の部 

当事業年度末における負債合計につきましては、前事業年度末に比べ3,018,475千円増加し、67,958,453千円とな

りました。 

１．経営成績

218,838,426

20,310,220 19,856,623 11,615,911

 セグメントの名称 金額（千円） 前年同期比（％） 内容  

戸建分譲事業   183,170,083  95.0
建売分譲 棟 千円、土地分譲

区画 千円  

7,139 179,053,728 171

4,116,354

マンション分譲事業  28,284,510  227.7 マンション分譲 戸 909

請負工事事業  5,994,897  193.1

規格型注文住宅 棟 千円、分譲住宅

の販売に伴う追加工事及びオプション工事

件 千円 

411 4,812,915

3,525

1,181,982

その他  1,388,935  103.7
分譲住宅販売時に付随して発生するサービスの提

供等 

252,300,000 22,400,000

21,800,000 13,200,000
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これは、マンションにおける建築資金の決済等により支払手形が2,999,344千円、マンション等の事業用地の積極

的取得により、借入金及び社債が2,285,900千円増加した一方、工事未払金771,768千円、未払金636,779千円、未払

法人税等が1,066,086千円減少したことが主因であります。 

  

 ③ 純資産の部  

当事業年度末における純資産合計は、前事業年度末に比べ9,338,209千円増加し、57,247,093千円となりました。

これは主に当期純利益の計上によるものであります。 

  

 ④ キャッシュ・フローの状況 

当事業年度末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、26,441,791千円となり、前事業年度末

に比べて5,112,660千円増加しております。各キャッシュ・フローの状況と増減要因は以下のとおりであります。 

   

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

マンション用地を中心に事業用地を積極的に取得したことにより、たな卸資産の増加で7,235,113千円、また法人

税等の支払9,218,585千円等の資金を使用する一方、税引前当期純利益19,820,158千円、仕入債務の増加2,216,673千

円等の資金の獲得により、営業活動で獲得した資金は5,642,229千円（前事業年度は9,665,009千円の資金の使用）と

なりました。  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

国債等の投資有価証券の取得による支出214,090千円、車両等の有形固定資産の取得による支出287,989千円等に

より、投資活動で使用した資金は530,495千円（前事業年度比49.9％減）となりました。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 配当金の支払2,284,972千円を行い、一方で借入金及び社債の純増2,285,900千円の資金等により、財務活動で獲得

した資金は927千円（前事業年度比99.9％減）となりました。  

（参考）キャッシュ・フロー関連指標の推移 

自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い  

（注１）株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しています。  

（注２）キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しています。 

（注３）有利子負債は貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としています。

（注４）平成23年１月期の営業活動キャッシュ・フローはマイナスであるためキャッシュ・フロー対有利子負債比率

及びインタレスト・カバレッジ・レシオは記載しておりません。 

  

(3)利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

当社は、株主への利益還元を経営上の重要政策のひとつとして位置付けております。現在及び今後の事業収益をベ

ースに、将来の事業展開や経営環境の変化に対応するために必要な内部留保資金の確保などを総合的に勘案し、利益

還元を継続的かつ安定的に実施することに努めてまいります。 

当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針と考えております。また、当社は機動

的な資本政策及び配当政策を図るため、剰余金の配当等を取締役会決議により行うことができる旨を定款で定めてお

ります。 

なお、内部留保資金は主として事業拡大のための事業用地の仕入資金としての使用を考えております。 

当事業年度の配当につきましては、上記の方針に基づき、１株当たりの普通配当35円を中間時に実施し、また期末

時に35円の普通配当を実施することを予定しております。この結果、当事業年度の配当性向は17.2％となります。 

また、平成25年１月期におきましては、上記の方針並びに通期の業績見通しから、１株当たりの年間配当額80円

（うち中間配当金40円）とさせていただくことを予定しております。  

  

    平成22年１月期 平成23年１月期 平成24年１月期 

自己資本比率 （％）  37.6  42.5  45.7

時価ベースの自己資本比率 （％）  106.9  65.8  37.0

キャッシュ・フロー対有利子負債比率 （年）  0.8  －  6.0

インタレスト・カバレッジ・レシオ （倍）  62.0  －  10.9
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(4）事業等のリスク 

本書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある

事項には、以下のようなものがあります。  

  

 ① 消費者の需要動向について 

当社の事業である不動産販売事業の業績は、景気動向、金利動向、地価動向及び税制等に基づく購買者の購入意欲

や需要動向に影響を受けやすいため、景気の見通しの悪化や大幅な金利の上昇、地価の上昇、税制の変更等があった

場合には、購買者の購入意欲が減退し、当社の業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。また、当社にお

きましては、建物が完成前に顧客と販売契約を結ぶことを基本方針としておりますが、これは未契約の完成物件が長

期化すると消費者より売れ残りと判断され、また、１年以上経過すると未入居でも中古物件扱いとなり価格の大幅引

き下げによる対応を強いられるため、建物の工事進捗状況や販売経過時期等を総合的に考慮しながら、消費者の需要

動向を的確に捉えて価格判断をする必要があります。需要が極端に少なかったり、判断を誤り長期化してしまった場

合等は、採算が悪化する可能性があります。 

  

 ② 法的規制について 

当社は、「宅地建物取引業法」に基づき、宅地建物取引業者として国土交通大臣の免許を、「建設業法」に基づ

き、建設業者としての国土交通大臣許可を、また、「建築士法」に基づき、本社については一級建築士事務所として

都知事登録を、その他複数の支社・営業所等については二級建築士事務所として、所在する府県知事登録を行ってお

ります。当社の主要な事業の継続には、これらの免許、許可及び登録が必要となりますが、将来においてこれらの免

許、許可及び登録に関連する法令が改正された場合や、新たな法規制が設けられた場合、新たな義務や費用の発生等

により、当社の業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

また当社は、分譲用地の仕入から企画設計・施工・販売まで一貫した幅広い業務を行っていることから、「宅地建

物取引業法」、「建設業法」、「建築士法」、及びそれらの関連法令に加え、「建築基準法」、「都市計画法」、

「土地区画整理法」、「農地法」、「宅地造成等規制法」、「国土利用計画法」、「住宅の品質確保の促進等に関す

る法律」、「特定住宅瑕疵担保責任の履行の確保等に関する法律」、「消費者契約法」等様々な法的規制を受けてお

ります。今後これらの法令が改廃された場合や新たな法的規制が設けられた場合にも、当社の事業に影響を及ぼす可

能性があります。 

  

 ③ 住宅品質保証について 

住宅供給業者は、「住宅の品質確保の促進等に関する法律」により、新築住宅の構造上主要な部分及び雨水の浸入

を防止する部分については住宅の引渡日から10年間、その他の部分については、「宅地建物取引業法」により住宅の

引渡日から最低２年間について瑕疵担保責任を負います。加えて、平成21年10月１日より施行された「特定住宅瑕疵

担保責任の履行の確保等に関する法律」により、住宅の瑕疵担保責任履行のための資力の確保が義務付けられまし

た。 

「特定住宅瑕疵担保責任の履行の確保等に関する法律」に定める資力確保の方法には、「保証金の供託」と「保険

加入」の2つの制度があります。当社は、戸建住宅については「保証金の供託」制度を、マンション及び規格型注文

住宅については「保険加入」制度を利用することにより、資力確保を行い、当社が提供する住宅に関し、その保証責

任を十分履行できるような体制を整えております。 

また、当社が提供する住宅は、住宅金融支援機構のフラット35Sの中間検査、完了検査、その他、民間企業による

建物検査を受け、品質の裏付けを得ております。  

以上のように、当社としましては、保証体制の整備及び品質の確保のため、施工を充実させ、品質管理に万全を期

すとともに、販売後のクレーム等に関しましても十分に対応しておりますが、万一、当社の販売した物件に重大な瑕

疵があることが判明した場合には、その直接的な原因が当社の責めに帰すべきものでない場合であっても、当社は売

主としての瑕疵担保責任を負わなければならない場合があります。その結果として生じる、保証工事費の増加や、当

社の信用の低下等により、当社の業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

  

 ④ 土地仕入について 

当社は、分譲用の事業用地の仕入に際して、立地条件、面積、地盤、周辺環境及び仕入価格等について事前に十分

調査し、その結果を踏まえて仕入を行っております。この事業用地の仕入れの成否によっては業績に多大な影響を及

ぼしますが、今後、他社との競争激化や情報収集遅れ、不足や事業用地の仕入れには専門知識が不可欠であり、それ

を担当する人材の流出、不足等により、当社の採算に合う土地の仕入が計画通りとならない場合には、当社の業績に

影響を及ぼす可能性があります。 
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 ⑤ 外注先について 

当社は、戸建分譲において、当社の工事監督が行う施工監理業務（品質・工程・コスト・安全の管理）を除いて全

て請負業者に分離発注を行い、外注しております。また、マンション分譲においては施工監理も含めてゼネコン、設

計事務所等に全てを外注しております。これにより、当社では事業拡大に伴う人件費の抑制を図っておりますが、施

工面の大部分を外注に依存しているため、万が一、販売戸数の増加に伴って当社の選定基準に合致する外注先を十分

に確保できない場合、外注先の経営不振により工期が遅延した場合等には、当社の業績に影響を及ぼす可能性があり

ます。また、国内外の市場経済の動向等により、資材価格が上昇し、外注先の原材料調達状況に影響が及んだ場合、

その状況を販売価格へ転嫁することが難しい場合には、外注費の上昇により当社の業績に影響を及ぼす可能性があり

ます。 

  

 ⑥ 販売方法について 

当社では、自社販売部門を設けておらず、戸建住宅・請負住宅の販売は地元仲介業者に委託し、また、マンション

の販売は販売代理業者を通じて行っております。当社は、この販売方法により固定的な人件費及び広告宣伝費の肥大

化を防止できるほか、仲介業者が持つ情報を活用できるものと考えておりますが、販売を外部に依存しているため、

他社との競合その他の理由により、仲介業者が当社の物件を積極的に販売しなくなった場合には、当社の業績に影響

を及ぼす可能性があります。 

  

 ⑦ 借入金への依存度について 

当社は、建築資金及び事業用地の仕入資金は自己資金で賄える体制作りを行っておりますが、現状におきましては

事業用地の仕入資金の一部を金融機関からの借入金によって調達しております。総資産に対する有利子負債の比率

が、平成23年１月期は27.9％、平成24年１月期は27.0％と依存度につきまして大きく変更はありませんが、金利情勢

やその他の外的環境が変化する局面や事業拡大に際しては有利子負債に依存する場合もあるため、支払利息の増加に

より当社の業績に影響が及ぶ可能性があります。 

また、資金調達に際しては、案件ごとに金融機関に融資を打診し、融資の了解を得た後に各プロジェクトを進行さ

せておりますが、当社の信用力低下等何らかの理由により調達に制約を受けた場合には、当社の業績及び財政状態に

影響を及ぼす可能性があります。 

  

 ⑧ 個人情報等の管理について 

当社は、当社物件をご購入いただいたお客様や事業を行う上で多数の取引先等の個人情報を保有しており、また各

種の経営情報等の内部情報を有しております。これらの情報管理については、管理体制の構築、システムのセキュリ

ティ対策の強化、社内規程の整備、社員教育の徹底等に努めておりますが、万が一、これらの情報が社外流出した場

合には、信用失墜や損害賠償により業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

 ⑨ 営業地域が首都圏に集中していること等について 

当社は創業して以来、首都圏の１都６県(東京都、埼玉県、神奈川県、千葉県、群馬県、茨城県、栃木県)を基盤と

して事業を拡大してまいりましたが、経営基盤の拡充を目的として、平成16年２月に仙台営業所を開設し、初めて地

方圏へ進出しました。その後、平成16年９月に名古屋支社を開設・平成17年８月に福岡営業所を開設・平成18年２月

に大阪支社を開設し全国の主要都市に営業店舗網の展開を図ってまいりました。しかしながら、当社には事業所が

108ヶ所ありますが、そのうち67事業所が首都圏にございます。よって、当該地域における地価動向、景気動向等が

当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。  
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平成23年１月期決算短信（平成23年３月８日開示）により開示を行った内容から重要な変更がないため開示を省略し

ております。 

当該決算短信は、次のＵＲＬからご覧いただくことができます。 

（当社ホームページ） 

 http://www.hajime-kensetsu.co.jp/ir 

（大阪証券取引所ホームページ（上場会社銘柄検索ページ）） 

 http://www.ose.or.jp/listed_company_info/description/search 

   

  

  

(1)会社の経営の基本方針 

平成23年１月期決算短信（平成23年３月８日開示）により開示を行った内容から重要な変更がないため開示を省略

しております。 

当該決算短信は、次のＵＲＬからご覧いただくことができます。 

（当社ホームページ） 

 http://www.hajime-kensetsu.co.jp/ir 

（大阪証券取引所ホームページ（上場会社銘柄検索ページ）） 

 http://www.ose.or.jp/listed_company_info/description/search 

  

(2)目標とする経営指標 

当社は株主価値及び企業価値の向上を図ることを目指しており、目標とする経営指標は次のとおりであります。 

  

（注）在庫回転率：365日／土地の仕入決済～物件のお客様への引渡しまでの日数 

   

(3)中長期的な会社の経営戦略 、(4）会社の対処すべき課題 

 平成23年１月期決算短信（平成23年３月８日開示）により開示を行った内容から重要な変更がないため開示を省略

しております。 

当該決算短信は、次のＵＲＬからご覧いただくことができます。 

（当社ホームページ） 

 http://www.hajime-kensetsu.co.jp/ir 

（大阪証券取引所ホームページ（上場会社銘柄検索ページ）） 

 http://www.ose.or.jp/listed_company_info/description/search 

  

２．企業集団の状況

３．経営方針

目標とする経営指標  目標値 平成22年１月期 平成23年１月期 平成24年１月期 

自己資本比率 50％ ％37.6 ％ 42.5 ％45.7

在庫回転率（戸建）（注） 年３回転  2.5  2.7  2.3
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４．財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：千円）

前事業年度 
(平成23年１月31日) 

当事業年度 
(平成24年１月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 25,329,239 30,441,906

販売用不動産 ※  14,852,637 ※  16,907,164

仕掛販売用不動産 ※  56,721,348 ※  60,821,586

未成工事支出金 6,046,044 7,248,294

貯蔵品 12,793 13,160

前渡金 1,107,794 1,139,204

前払費用 907,834 1,356,750

繰延税金資産 951,226 531,088

その他 824,662 247,683

流動資産合計 106,753,582 118,706,839

固定資産   

有形固定資産   

建物 1,352,260 1,396,703

減価償却累計額 △822,523 △822,539

建物（純額） 529,737 574,164

構築物 4,283 4,771

減価償却累計額 △3,805 △3,853

構築物（純額） 478 918

車両運搬具 220,522 324,800

減価償却累計額 △153,700 △269,281

車両運搬具（純額） 66,822 55,519

工具、器具及び備品 443,997 545,250

減価償却累計額 △258,887 △389,412

工具、器具及び備品（純額） 185,110 155,838

土地 3,500,565 3,378,297

建設仮勘定 17,080 2,034

有形固定資産合計 4,299,795 4,166,771

無形固定資産   

ソフトウエア 442,501 348,543

電話加入権 18,162 18,162

無形固定資産合計 460,663 366,705

投資その他の資産   

投資有価証券 ※  374,982 ※  601,415

出資金 6,540 6,470

長期貸付金 1,971 1,749

従業員に対する長期貸付金 481 138

破産更生債権等 28,308 11,454

長期前払費用 11,673 12,160

繰延税金資産 623,247 1,005,345

差入敷金保証金 ※  315,924 ※  337,951

貸倒引当金 △28,308 △11,454

投資その他の資産合計 1,334,820 1,965,231

固定資産合計 6,095,279 6,498,707

資産合計 112,848,861 125,205,547
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（単位：千円）

前事業年度 
(平成23年１月31日) 

当事業年度 
(平成24年１月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形 5,025,588 8,024,932

支払信託 7,192,980 7,182,078

工事未払金 10,135,567 9,363,799

短期借入金 ※  28,502,400 ※  28,853,300

1年内償還予定の社債 ※  400,000 ※  200,000

1年内返済予定の長期借入金 － ※  3,915,000

未払金 2,009,971 1,373,192

未払費用 147,847 146,782

未払法人税等 5,327,638 4,261,551

未払消費税等 105,635 93,483

前受金 1,508,764 1,441,759

預り金 346,270 366,200

前受収益 3,878 3,465

賞与引当金 287,037 236,560

流動負債合計 60,993,582 65,462,106

固定負債   

社債 ※  200,000 －

長期借入金 ※  2,412,000 ※  832,000

退職給付引当金 1,168,546 1,338,382

保証工事引当金 151,633 200,836

その他 14,215 125,128

固定負債合計 3,946,395 2,496,347

負債合計 64,939,977 67,958,453

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,298,500 3,298,500

資本剰余金   

資本準備金 3,208,500 3,208,500

資本剰余金合計 3,208,500 3,208,500

利益剰余金   

利益準備金 54,841 54,841

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 41,346,220 50,677,159

利益剰余金合計 41,401,062 50,732,001

自己株式 △287 △287

株主資本合計 47,907,774 57,238,713

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 1,109 8,380

評価・換算差額等合計 1,109 8,380

純資産合計 47,908,883 57,247,093

負債純資産合計 112,848,861 125,205,547
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（２）損益計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成22年２月１日 
 至 平成23年１月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年２月１日 
 至 平成24年１月31日) 

売上高   

不動産分譲売上 205,315,112 211,454,593

請負工事収入 3,104,168 5,994,897

その他不動産収入 1,338,765 1,388,935

売上高合計 209,758,046 218,838,426

売上原価   

不動産分譲原価 170,145,674 178,499,577

請負工事原価 2,183,993 4,324,004

その他原価 14,371 13,013

たな卸資産評価損(△は戻入) △143,653 299,465

保証工事引当金繰入額 52,214 49,202

売上原価合計 172,252,599 183,185,263

売上総利益 37,505,447 35,653,163

販売費及び一般管理費   

販売手数料 5,623,610 6,010,465

広告宣伝費 805,505 1,603,346

支払手数料 131,270 127,397

役員報酬 118,890 117,755

従業員給料及び手当 2,564,547 2,766,434

賞与 552,324 484,384

賞与引当金繰入額 181,994 148,218

退職給付費用 36,077 126,784

法定福利費 456,296 502,923

福利厚生費 8,713 17,607

減価償却費 276,754 300,563

賃借料 293,147 310,292

租税公課 1,337,314 1,431,324

管理諸費 210,335 249,305

その他 1,033,883 1,146,139

販売費及び一般管理費合計 13,630,667 15,342,943

営業利益 23,874,780 20,310,220

営業外収益   

受取利息 11,206 1,614

有価証券利息 2,768 6,355

受取配当金 1,335 4,018

受取違約金 28,708 41,981

採納助成金 4,527 10,355

受取収受金 19,138 14,831

その他 20,758 54,367

営業外収益合計 88,443 133,523
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（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成22年２月１日 
 至 平成23年１月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年２月１日 
 至 平成24年１月31日) 

営業外費用   

支払利息 417,296 510,190

社債利息 4,980 1,933

その他 37,788 74,995

営業外費用合計 460,065 587,120

経常利益 23,503,158 19,856,623

特別損失   

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 31,334

固定資産除却損 ※  1,152 ※  5,131

特別損失合計 1,152 36,465

税引前当期純利益 23,502,005 19,820,158

法人税、住民税及び事業税 9,597,534 8,169,373

法人税等調整額 19,714 34,872

法人税等合計 9,617,249 8,204,246

当期純利益 13,884,756 11,615,911
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（３）株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成22年２月１日 
 至 平成23年１月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年２月１日 
 至 平成24年１月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 3,298,500 3,298,500

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 3,298,500 3,298,500

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 3,208,500 3,208,500

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 3,208,500 3,208,500

資本剰余金合計   

前期末残高 3,208,500 3,208,500

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 3,208,500 3,208,500

利益剰余金   

利益準備金   

前期末残高 54,841 54,841

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 54,841 54,841

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金   

前期末残高 29,889,256 41,346,220

当期変動額   

剰余金の配当 △2,427,793 △2,284,972

当期純利益 13,884,756 11,615,911

当期変動額合計 11,456,963 9,330,938

当期末残高 41,346,220 50,677,159

利益剰余金合計   

前期末残高 29,944,098 41,401,062

当期変動額   

剰余金の配当 △2,427,793 △2,284,972

当期純利益 13,884,756 11,615,911

当期変動額合計 11,456,963 9,330,938

当期末残高 41,401,062 50,732,001

自己株式   

前期末残高 － △287
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（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成22年２月１日 
 至 平成23年１月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年２月１日 
 至 平成24年１月31日) 

当期変動額   

自己株式の取得 △287 －

当期変動額合計 △287 －

当期末残高 △287 △287

株主資本合計   

前期末残高 36,451,098 47,907,774

当期変動額   

剰余金の配当 △2,427,793 △2,284,972

当期純利益 13,884,756 11,615,911

自己株式の取得 △287 －

当期変動額合計 11,456,675 9,330,938

当期末残高 47,907,774 57,238,713

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 2,807 1,109

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △1,698 7,270

当期変動額合計 △1,698 7,270

当期末残高 1,109 8,380

評価・換算差額等合計   

前期末残高 2,807 1,109

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △1,698 7,270

当期変動額合計 △1,698 7,270

当期末残高 1,109 8,380

純資産合計   

前期末残高 36,453,906 47,908,883

当期変動額   

剰余金の配当 △2,427,793 △2,284,972

当期純利益 13,884,756 11,615,911

自己株式の取得 △287 －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △1,698 7,270

当期変動額合計 11,454,977 9,338,209

当期末残高 47,908,883 57,247,093
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（４）キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成22年２月１日 
 至 平成23年１月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年２月１日 
 至 平成24年１月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前当期純利益 23,502,005 19,820,158

減価償却費 344,104 412,874

引当金の増減額（△は減少） 177,537 151,708

受取利息及び受取配当金 △15,310 △11,987

支払利息及び社債利息 422,277 512,124

固定資産除却損 1,152 5,131

たな卸資産の増減額（△は増加） △24,651,829 △7,235,113

前渡金の増減額（△は増加） 1,078,730 △31,410

未払消費税等の増減額（△は減少） △132,433 △12,151

その他の流動資産の増減額（△は増加） △1,048,314 131,596

仕入債務の増減額（△は減少） 1,586,015 2,216,673

その他の流動負債の増減額（△は減少） 767,044 △633,682

前受金の増減額（△は減少） 575,021 △67,005

その他 20,332 109,754

小計 2,626,335 15,368,670

利息及び配当金の受取額 14,403 10,085

利息の支払額 △431,267 △517,942

法人税等の支払額 △11,874,479 △9,218,585

営業活動によるキャッシュ・フロー △9,665,009 5,642,229

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金及び定期積金の預入による支出 △6,710,108 △6,360,114

定期預金及び定期積金の払戻による収入 6,510,092 6,360,108

投資有価証券の取得による支出 △301,831 △214,090

有形固定資産の取得による支出 △402,880 △287,989

無形固定資産の取得による支出 － △25,302

その他 △154,817 △3,106

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,059,544 △530,495

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 2,625,300 350,900

長期借入れによる収入 2,412,000 2,335,000

長期借入金の返済による支出 △945,000 －

社債の償還による支出 △400,000 △400,000

自己株式の取得による支出 △287 －

配当金の支払額 △2,427,793 △2,284,972

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,264,219 927

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △9,460,334 5,112,660

現金及び現金同等物の期首残高 30,789,465 21,329,131

現金及び現金同等物の期末残高 ※  21,329,131 ※  26,441,791
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         該当事項はありません。 

   

  

(5）継続企業の前提に関する注記

(6）重要な会計方針

項目 
前事業年度 

（自 平成22年２月１日 
至 平成23年１月31日） 

当事業年度 
（自 平成23年２月１日 
至 平成24年１月31日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算

定）を採用しております。 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

  時価のないもの 

 移動平均法による原価法を採用してお

ります。 

時価のないもの 

同左 

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

(1）販売用不動産、仕掛販売用不動産、未

成工事支出金 

 個別法による原価法（貸借対照表価額

は収益性の低下に基づく簿価切下げの方

法により算定）を採用しております。 

(1）販売用不動産、仕掛販売用不動産、未

成工事支出金 

同左 

  (2）貯蔵品 

 先入先出法による原価法（貸借対照表

価額は収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法により算定）を採用しておりま

す。 

(2）貯蔵品 

同左 

３．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産（リース資産を除く） 

 定率法を採用しております。但し、平

成10年４月１日以降に取得した建物（建

物附属設備を除く）については、定額法

を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。 

建物           10～50年

構築物          10～35年

車両運搬具        ２～６年

工具、器具及び備品    ３～20年

(1）有形固定資産（リース資産を除く） 

同左 

  (2）無形固定資産（リース資産を除く） 

 定額法を採用しております。なお、ソ

フトウエア（自社利用）については、社

内における利用可能期間（５年）に基づ

く定額法を採用しております。 

(2）無形固定資産（リース資産を除く） 

同左 

  (3）リース資産 

 所有権移転外ファイナンス・リース取

引に係るリース資産 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

 なお、所有権移転外ファイナンス・リ

ース取引のうち、リース取引開始日が平

成21年１月31日以前のリース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理によっております。 

(3）リース資産 

同左 
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項目 
前事業年度 

（自 平成22年２月１日 
至 平成23年１月31日） 

当事業年度 
（自 平成23年２月１日 
至 平成24年１月31日） 

４．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

  (2）賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与の支出に

充てるため、支給見込額のうち当事業年

度負担額を計上しております。 

(2）賞与引当金 

同左 

  (3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当事

業年度末における退職給付債務の見込額

に基づき計上しております。 

 数理計算上の差異は、当事業年度の発

生額を翌事業年度に一括費用処理する方

法によっております。 

(3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当事

業年度末における退職給付債務の見込額

に基づき計上しております。 

 数理計算上の差異は、当事業年度の発

生額を翌事業年度に一括費用処理する方

法によっております。  

  （会計方針の変更） 

 当事業年度より、「「退職給付に係る

会計基準」の一部改正（その３）」（企

業会計基準第19号 平成20年７月31日） 

を適用しております。 

 なお、これによる営業利益、経常利益

及び税引前当期純利益に与える影響はあ

りません。   

  

  (4）保証工事引当金 

 建築物の引渡後の瑕疵による損失及び

保証サービス費用を補填するため、過去

の分譲建物に係る補修費等の実績等を基

準として将来の当社負担見込額を計上し

ております。 

(4）保証工事引当金 

同左 
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項目 
前事業年度 

（自 平成22年２月１日 
至 平成23年１月31日） 

当事業年度 
（自 平成23年２月１日 
至 平成24年１月31日） 

５．収益及び費用の計上基準 工期のごく短いもの等については工事完成

基準を適用し、その他の工事で当事業年度

末までの進捗部分について成果の確実性が

認められる工事については工事進行基準

（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を

適用しております。  

（会計方針の変更） 

請負工事に係る収益の計上基準について

は、従来、工事完成基準を適用しておりま

したが、当事業年度より、「工事契約に関

する会計基準」（企業会計基準第15号 平

成19年12月27日）及び「工事契約に関する

会計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第18号 平成19年12月27日）を適用し

ております。 

なお、当事業年度に着手した工事契約から

適用しております。 

これによる、売上高、営業利益、経常利益

及び税引前当期純利益に与える影響はあり

ません。 

工期のごく短いもの等については工事完成

基準を適用し、その他の工事で当事業年度

末までの進捗部分について成果の確実性が

認められる工事については工事進行基準

（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を

適用しております。  

  

６. キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか負わない取得日

から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期

投資からなっております。 

同左 

７．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式を採用しております。 

 ただし、資産に係る控除対象外消費税等

は発生事業年度の期間費用としておりま

す。 

消費税等の会計処理 

同左 

(7）会計処理方法の変更

前事業年度 
（自 平成22年２月１日 
至 平成23年１月31日） 

当事業年度 
（自 平成23年２月１日 
至 平成24年１月31日） 

────── （資産除去債務に関する会計基準の適用）  

 当事業年度より、「資産除去債務に関する会計基準」

（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）及び「資産除

去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第21号 平成20年３月31日）を適用しております。  

 なお、これによる営業利益、経常利益及び税引前当期純

利益に与える影響は軽微であります。  
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(8）財務諸表に関する注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度 
（平成23年１月31日） 

当事業年度 
（平成24年１月31日） 

※ 担保に供している資産及びこれに対応する債務は次の

とおりであります。 

※ 担保に供している資産及びこれに対応する債務は次の

とおりであります。 

販売用不動産 千円6,577,476

仕掛販売用不動産 千円27,952,613

合計 千円34,530,089

販売用不動産 千円5,303,868

仕掛販売用不動産 千円22,548,533

合計 千円27,852,401

 上記には、抵当権の登記を留保されている販売用不動

産及び仕掛販売用不動産が、それぞれ 千円、 

千円含まれております。 

251,597

288,575

 上記には、抵当権の登記を留保されている販売用不動

産及び仕掛販売用不動産が、それぞれ 千円、 

千円含まれております。 

131,213

2,797,150

上記に対応する債務 上記に対応する債務 

 また、上記のほか、住宅瑕疵担保履行法に基づく住

宅販売瑕疵担保保証金 千円（投資有価証券

千円・差入敷金保証金 千円）を供託して

おります。 

短期借入金 千円25,275,900

1年内償還予定の社債 千円400,000

社債 千円200,000

長期借入金 千円2,412,000

合計 千円28,287,900

323,806

301,166 22,640

 また、上記のほか、住宅瑕疵担保履行法に基づく住

宅販売瑕疵担保保証金 千円（投資有価証券

千円・差入敷金保証金 千円）を供託して

おります。 

短期借入金 千円17,630,900

1年内償還予定の社債 千円200,000

1年内返済予定の長期借入金 千円3,915,000

長期借入金 千円832,000

合計 千円22,577,900

490,632

467,992 22,640

（損益計算書関係）

前事業年度 
（自 平成22年２月１日 
至 平成23年１月31日） 

当事業年度 
（自 平成23年２月１日 
至 平成24年１月31日） 

※ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 ※ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 

車両運搬具 千円1,095

工具、器具及び備品 千円56

合計 千円1,152

建物 千円3,705

構築物 千円86

車両運搬具 千円581

工具、器具及び備品 千円758

合計 千円5,131

一建設㈱　（3268）　平成24年１月期  決算短信（非連結）

- 17 -



前事業年度（自 平成22年２月１日 至 平成23年１月31日） 

１.発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加118株は、単元未満株式の買取りによるものであります。  

  

２.配当に関する事項 

 （1）配当金支払額 

  

 （2）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

   

当事業年度（自 平成23年２月１日 至 平成24年１月31日） 

１.発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の株式数は、単元未満株式の買取りによるものであります。  

  

２.配当に関する事項 

 （1）配当金支払額 

  

（株主資本等変動計算書関係）

  
前事業年度末株式数 

（株） 
当事業年度増加株式数 

（株） 
当事業年度減少株式数 

（株） 
当事業年度末株式数 

（株） 

発行済株式      

普通株式  28,562,280  －  －  28,562,280

合計  28,562,280  －  －  28,562,280

自己株式      

普通株式（注）  －  118  －  118

合計  －  118  －  118

（決 議） 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり 
の配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 

平成22年３月24日 

取締役会  
普通株式   1,713,736   60 平成22年１月31日 平成22年４月26日 

平成22年９月７日 

取締役会  
普通株式   714,056   25 平成22年７月31日 平成22年10月８日 

（決 議） 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

配当の原資 
１株当たり 
の配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 

平成23年３月24日 

取締役会  
普通株式   1,285,297 利益剰余金   45 平成23年１月31日 平成23年４月25日

  
前事業年度末株式数 

（株） 
当事業年度増加株式数 

（株） 
当事業年度減少株式数 

（株） 
当事業年度末株式数 

（株） 

発行済株式      

普通株式  28,562,280  －  －  28,562,280

合計  28,562,280  －  －  28,562,280

自己株式      

普通株式（注）  118  －  －  118

合計  118  －  －  118

（決 議） 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり 
の配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 

平成23年３月24日 

取締役会  
普通株式   1,285,297   45 平成23年１月31日 平成23年４月25日 

平成23年９月６日 

取締役会  
普通株式   999,675   35 平成23年７月31日 平成23年10月11日 
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 （2）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

   次のとおり決議を予定しております。  

  

  

  

  

前事業年度（自 平成22年２月１日 至 平成23年１月31日） 

 該当事項はありません。 

  

当事業年度（自 平成23年２月１日 至 平成24年１月31日） 

 財務諸表提出会社の役員及び主要株主等    

（注）１．上記の取引金額には消費税等は含まれておりません。 

   ２．取引条件は、一般の取引条件と同様に決定しております。 

  

前事業年度（自 平成22年２月１日 至 平成23年１月31日）及び当事業年度（自 平成23年２月１日 至 平成

24年１月31日） 

 該当事項はありません。   

（決 議） 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

配当の原資 
１株当たり 
の配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 

平成24年３月12日 

取締役会  
普通株式   999,675 利益剰余金   35 平成24年１月31日 平成24年４月25日

（キャッシュ・フロー計算書関係）

前事業年度 
（自 平成22年２月１日 
至 平成23年１月31日） 

当事業年度 
（自 平成23年２月１日 
至 平成24年１月31日） 

※現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

（平成23年１月31日現在） 

※現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

（平成24年１月31日現在） 

現金及び預金勘定 千円25,329,239

預入期間が３ヶ月を超える定期預金

及び定期積金 
千円△4,000,108

現金及び現金同等物 千円21,329,131

現金及び預金勘定 千円30,441,906

預入期間が３ヶ月を超える定期預金

及び定期積金 
千円△4,000,114

現金及び現金同等物 千円26,441,791

（関連当事者情報）

種類 

会社等の

名称又は

氏名  

所在地 
資本金又

は出資金 

事業の

内容又は

職業 

議決権の所

有(被所有)

割合（％）

関連当事者

との関係

取引の

内容 

取引金額 

（千円） 
科目 期末残高

主要株主 飯田一樹 －  －  

伏見管理

サービス

㈱代表取

締役  

(被所有) 

直接  4.90

間接 37.81

当社代表取

締役会長の

二親等内親

族  

戸建住宅

の建築請

負  

 56,596 － － 

（持分法損益等）
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１．報告セグメントの概要  

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資源

の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。 

当社は主に戸建分譲事業、マンション分譲事業及び請負工事事業を行っており、取り扱う製品について国内の包

括的な戦略を立案し、製品別に事業活動を展開しております。従いまして当社は、「戸建分譲事業」、「マンショ

ン分譲事業」、「請負工事事業」の３つを報告セグメントとしております。 

「戸建分譲事業」は建売分譲及び土地分譲を行っております。また「マンション分譲事業」はマンション分譲を

「請負工事事業」は戸建住宅の建築請負、分譲住宅の販売に伴う追加工事及びオプション工事を行っております。

  

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法 

 報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「重要な会計方針」における記載と概ね同一であります。 

  セグメント利益は、財務諸表の経常利益と一致しております。 

   

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報 

 前事業年度（自 平成22年２月１日 至 平成23年１月31日） 

 （単位：千円）

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、分譲住宅販売時に付随し

て発生するサービスの提供等を含んでおります。 

     ２．セグメント利益は、財務諸表の経常利益と一致しております。 

   ３．資産及び負債については、事業セグメントに配分しておりません。 

  

 当事業年度（自 平成23年２月１日 至 平成24年１月31日） 

 （単位：千円）

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、分譲住宅販売時に付随し

て発生するサービスの提供等を含んでおります。 

     ２．セグメント利益は、財務諸表の経常利益と一致しております。 

   ３．資産及び負債については、事業セグメントに配分しておりません。 

  

（追加情報） 

 当事業年度より、「セグメント情報等の開示に関する会計情報」（企業会計基準第17号 平成21年３月27日）

及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平成20年３月21

日）を適用しております。  

（セグメント情報等）

  
報告セグメント  

その他 

（注）１ 

  

合計 

  

  

調整額 

  

財務諸表  

計上額  

 （注）２ 

戸建 

分譲事業  

マンション 

分譲事業 

請負工事 

事業  
計 

売上高 

外部顧客 

への売上高 

 192,892,453  12,422,659  3,104,168  208,419,281  1,338,765  209,758,046   －  209,758,046

計  192,892,453  12,422,659  3,104,168  208,419,281  1,338,765  209,758,046   －  209,758,046

セグメント 

利益  
 20,282,948  1,567,783   408,547   22,259,280  1,243,878   23,503,158   －  23,503,158

  
報告セグメント  

その他 

（注）１ 

  

合計 

  

  

調整額 

  

財務諸表 

計上額  

 （注）２ 

戸建 

分譲事業  

マンション 

分譲事業 

請負工事 

事業  
計 

売上高 

外部顧客 

への売上高 

 183,170,083  28,284,510  5,994,897  217,449,491  1,388,935  218,838,426   －  218,838,426

計  183,170,083  28,284,510  5,994,897  217,449,491  1,388,935  218,838,426   －  218,838,426

セグメント 

利益  
  13,374,204  4,364,216   828,681   18,567,102  1,289,521   19,856,623   －  19,856,623
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 （注）１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

前事業年度（自 平成22年２月１日 至 平成23年１月31日） 

 該当事項はありません。 

  

当事業年度（自 平成23年２月１日 至 平成24年１月31日） 

 当社は、平成24年２月１日付で城南建設株式会社を子会社化いたしました。 

１．子会社化の目的 

城南建設株式会社は、一次取得者向けの注文住宅を主力事業に建築条件付戸建分譲等を展開しております。当社

は平成22年２月から本格的に請負工事（規格型注文住宅）事業を開始しており、同社の株式の取得は、規格型以外

の注文住宅の商品力及び営業力の獲得となり、当社の請負工事事業の業容拡大に寄与するものと考えております。

また、当社の戸建分譲事業にもシナジー効果が期待でき、更に収益力を向上させることができるものと考えており

ます。 

  

２．株式取得の相手先 

 金子将太 

 金子良太 

 金子洋平 

 岩堀和男 

 城南建設株式会社 役員・従業員 

 城南建設グループ従業員持株会 

  

３．子会社化した会社の概要 

  

４．取得株式数及び取得前後の所有株式の状況 （平成24年２月29日時点） 

  

５．支払資金の調達 

 自己資金により支払を行いました。   

（１株当たり情報）

前事業年度 
（自 平成22年２月１日 
至 平成23年１月31日） 

当事業年度 
（自 平成23年２月１日 
至 平成24年１月31日） 

１株当たり純資産額 円 銭1,677 35

１株当たり当期純利益金額 円 銭486 12

１株当たり純資産額 円 銭2,004 30

１株当たり当期純利益金額 円 銭406 69

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  
前事業年度 

（自 平成22年２月１日 
至 平成23年１月31日） 

当事業年度 
（自 平成23年２月１日 
至 平成24年１月31日） 

当期純利益（千円）  13,884,756  11,615,911

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る当期純利益（千円）  13,884,756  11,615,911

期中平均株式数（千株）  28,562  28,562

（重要な後発事象）

(1)名称 城南建設株式会社 

(2)事業内容 建築工事請負、建売分譲、不動産仲介 

(3)規模 資本金100百万円 

(1)取得前の所有株式数     0株 （持分比率 0.0％）  

(2)取得株式数 3,153,176株 （１株当り730円 総額2,301百万円） 

(3)取得後の所有株式数 3,153,176株 （持分比率 99.8％） 

(4)取得価額の算定根拠 

  

取得価額につきましては、平成22年12月末時点の決算数値をもとに収益性、財

政状態を総合的に勘案し、当社にて算出したものであります。 
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(1)役員の異動 

    役員の異動につきましては、開示内容が定まった時点で開示いたします。 

  

(2)その他 

  該当事項はありません。  

  

５．その他
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